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立場から考察するとともに、ＢＯＰビジネスの成功事例や国際機関等が有している支援策（いわゆる官民連携）を紹介し、今後のＢＯＰビジネス研究のための基礎的な情報を整理してみたい。総論にあたる本論では、ど ようにしてＢＯＰビジネスという概念が立ち上がっ き のかを簡単に整理し、今後の検討課題を提示しておきたい。● 「ない」 から 「ある」 へ
ＢＯＰビジネスのバイブルと呼びうるの























など）の欠如や、経済的機会（マーケットから遠いなど） の不足、 社会的インフラ （学校、 保健衛生施設）の不備、 文化的要因（階層間分断、女性の外出規制など）に起因している。こうしたＢＯＰペナルティーを軽減することは、単に特定の商品が購買できるようにな だけではなく、より広い脈絡で社会課題を解決する一助ともなる。こうした社会課題の解決は 従来援助機関（二国間援助機関、国連機関 国際ＮＧＯ、地元ＮＧＯなど）の努力に大きく依存してきた。しかしながら、援助機関の資金力や人材には限りがあるので、民間企業が同じ方向での努力に参入してくれるのは大変ありがたい、というの 援助機関から 期待である。●最終兵器として 民間企業
実は、開発援助の文脈ではＢＯＰビジネ
スに限らず、国連ミレニアム開発目標（ＭＤＧ）達成のために民間企業の を借りようという期待が高まっている。ＭＤＧ達成に向けてのオピニオンリーダー あるジェフリー・サックスによれば絶対的貧困層一一億人の生活底上げのために必要な年間資金総額は一二四〇億ドルだが 現状ではこれをＯＤＡ資金や民間財団による寄付だけでまかなうの 困難である。また、民間企業がＣＳＲ（企業の社会的責任）活動として教育や保健衛生プロジェクトなどに資源投入する額は、企業の事業予算のほんの
一部に過ぎない。
これまでの開発援助プロジェクトの取り
組みにおいては、まず政府系機関（国際機関を含む）の機動性・柔軟性のなさが指摘され、これ 対し 非政府機関（ＮＧＯ） 、非営利機関（ＮＰＯ）の役割が登場した。しかし、依然としてこうした「非営利」の営みの持続性のなさが問題として残り、これを受けて「営利機関
=
企業」の役割が
注目されるようになった、という経緯がある。民間企業の「資金」 「人材」 「技術ノウハウ」を国際公共政策としての貧困削減投入す 呼び水として、国連開発計画（ＵＮＤＰ）のＧＳＢ、米国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）のＧＤＡなどがある（本特集池ヶ谷論文参照）があり、わが国の 協力構が再開を検討している本邦 に対する「開発投融資」制度などもこの流れに位置づけられる。
欧州の一部の政府（ドイツなど）が本格















































開発援助機関がＢＯＰビジネスにどのような期待を抱いているのかを整理する。内藤論文では、ＢＯＰビジネスによって途上国のどのような課題解決の可能性があるのかを具体的なアイデアを示しつつ考察する。ＣＳＲをビジネス戦略とし 位置づけるべき、との立場をとる新谷論文ではＣＳＲという文脈の中でＢＯＰビジネスがど ように捉えられるかを分析す 。フェアトレードの普及に尽力している北澤論文は、先進国から途上国の低所得層に向か ＢＯＰビジネスと、途上国の低所得層から先進国の消費者に向かうフェアトレードを比較し、その共通点と両者の融合 方向性 模索する。功能論文は、途上国の社会的起業家支援するマイクロファイナンス 必要 とＢＯＰビジネス支援の接点を模索する。池ヶ谷論文は開発援助機関がど ようなＢＯＰビジネス支援ツールを擁して企業とパートナーシップを活用しよう しているかを紹介する。
これらの論文では、さまざまな角度から





を市場経済に追いやることで彼らの生活を悪化させることになるのではないか、さらに悪意に取れば多国籍企業が貧困層までも不必要な商品経済へ駆り立てる目論見ではないか、という批判である。資本主義や市場経済それ自体が悪である いう極端な立場を取らないまでも、ＢＯＰビジネスにおいて貧困層のなけなしの現金がどのよ な流れを生み、どのような社会的影響を生むかにつ の考察は 可欠であろう。
四つ目の批判は、日本の産業政策と国際
公共政策とが矛盾するのではないかとい点である。日本企業の生き残りのためにＢＯＰビジネス参入を勧めるときに ＢＯＰ層を消費者、販売者として捉える側面が強調される。一方国際公共政策として 貧困削減の視点からは 付加価値の現地化
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するものである。ピラミ ドの底辺というと、 いかにも一様に貧しい のようなイメージを受け が、 年収三〇〇〇ドル以下 人々を五〇〇ドル刻みで六つに分けた 合、ＢＯＰビ ネスの主たる顧客として企業の視野に入ってくるのはせいぜい三〇〇 ～一五〇〇ドル以上 三つの層（ 日一人あたり一～二ドル）であって、こ が貧困削減目標（一ドル以下人口 半減） 達成に寄与するという触れ込みは、誇大広告るという意見もある。これに対しては、ＢＯＰビジネスによって裨益するのが「比較的ましな」貧困層であるとしても、そ 層に対する貧困削減をビジネス志向の取り組みにゆだねるこ が出来れば、限りある開発援助資金を残りの一ドル以下の最低辺層一〇億人（ 『ボトム・ビリオン』 ） 集中して投下できるという意味でやはり貧困削減には有用であるという反論がある。
三つ目の批判は、より倫理的かつ根強い
ものである。貧困層がその生存戦略に基づいて
｢ 自給自足的
｣
な生活をしている（す
べての貧困層がそうではないが）のだとすれば、ＢＯＰビジネスとはそうした貧困層
